
 
公益財団法人新潟市産業振興財団 

平成２４年度事業報告書 
 
 
  平成２４年度の中小企業支援事業では、地域産業の活性化を図るため各種事業を実施した。 
ビジネス支援センター事業については、ビジネス拠点施設としてプロジェクトマネージャー等の専

門人材によるコンサルティング事業を実施するとともに、産業支援情報や市内企業の新製品情報の発

信、また各種研修・セミナーを開催した。 
コンサルティング事業については、高度化・専門化する中小企業等の経営上の課題解決を図るため、

戦略立案からマーケティング、商品開発・技術開発、販路拡大まで継続的、効果的に対応する支援セ

ンターの窓口相談やインターネット相談を実施した。 
研修・セミナー事業については、最新のビジネス情報やビジネススキルアップのための研修会やセ

ミナー、講演会を開催した。 
情報収集・発信事業については、ビジネス支援センターに情報コーナーでの産業支援情報の提供や、

インターネットを活用した企業情報の発信を行った。 
販路拡大支援事業については、販路開拓に課題を持っている食品製造業に対し、プロジェクトマネ

ージャーなどによる「人的」支援を中心とした支援事業を行うとともに、見本市共同出展事業におい

て、引き続き食品関連の見本市に出展したほか、県外の見本市に出展する企業に対し出展料など補助

金を交付した。 
新商品開発・技術開発支援事業については、新たな技術による事業高度化を図るために設置した「次

世代技術開発研究会」において、参加企業に対して先端技術情報を提供するとともに、中小企業の技

術の高度化を図るための研究開発や市場ニーズを捉えた新製品開発に対して補助金を交付した。 
また、にいがた食ビジネス創出支援事業により「新潟らしい」商品開発をテーマに情報提供やマッ

チングを推進し、新潟発の新商品、サービスの創出を支援するとともに、企業からの寄付金を活用し

て、中学生を対象に企業の技術開発への取組みなどに関する講演会を開催した。 
産学連携支援事業については、中小企業単独では難しい先端的な研究開発に関して、産学連携によ

り技術・事業の高度化を支援するため、市内企業と大学等との共同研究費に対し補助金を交付した。 
戦略的基盤技術高度化支援事業については、産学官による研究会の構築を図り、地域の有する知識・

技術の活用を促進する研究開発プロジェクト事業を実施した。 
 新潟中国経済交流促進事業については、中国の経済情報の収集や新潟地域の産業情報を発信すると

ともに、中国の見本市や博覧会に出展したほか、市内企業が中国の見本市に出展する際の出展支援を

行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
Ⅰ 中小企業支援事業 

１  ビジネス支援センター事業 

（１）コンサルティング事業【拡充】 

（２）研修・セミナーの開催 

① ビジネス支援センターセミナー 

② その他ビジネスセミナー 

（３）情報収集・発信 

① 新潟地域企業情報データベースの運用・管理 
② ホームページ、メールマガジンによる情報提供 
③ 企業訪問の実施 

 

２  販路拡大支援 

（１）食の売れる仕組みづくり推進事業【新規】 

（２）食の新販路開拓支援事業【拡充】 

（３）研究開発成果プロモーション事業 

（４）消費者モニター調査支援事業【新規】 

（５）見本市出展補助事業 ※緊急経済対策事業 

（６）見本市共同出展事業 

（７）オープン・イノベーションマッチング事業 

 

３  新製品開発・技術開発支援 

（１）にいがた食ビジネス創出支援事業【拡充】 

① にいがた食ビジネス研究会の運営 
② 規格外農産物供給体制調査事業【新規】 
③ 「にいがたの食」開発支援補助金 

（２）加工食品機能性研究事業 
（３）事業高度化研究開発支援補助事業 ※緊急経済対策 

（４）新製品チャレンジ補助事業 

（５）技術振興積立金活用事業  

 

４  産学連携支援 

（１）機械・金属系製造業支援事業 

（２）産学連携トライアル補助事業 ※緊急経済対策 

（３）産学官連携による研究開発プロジェクトの推進 

 

５  財団管理費 

 

Ⅱ 戦略的基盤技術高度化支援事業（経済産業省受託事業） 

 

Ⅲ  新潟中国経済交流促進事業（北京事務所の運営） 

 

＜実行委員会事業＞ 新潟国際ビジネスメッセ開催事業 



 
Ⅰ 中小企業支援事業 

 
１  ビジネス支援センター事業 

 
  平成２２年度に本市の産業支援機関としての機能を強化・拡充するため、中小企業等の高度化・

専門化する課題解決と情報発信のビジネス支援拠点として開設したビジネス支援センターにおい

て、プロジェクトマネージャー等の専門人材によるコンサルティング事業や、各種研修・セミナー

の開催のほか、産業支援情報などの情報発信を行った。平成２４年度はプロジェクトマネージャー

を１名増員し、相談体制の強化を図りながら、コンサルティング業務やセミナー開催のほか、食品

製造業の新販路開拓のためブラッシュアップ支援事業を実施した。 

＜施設概要＞ 
 設置場所   ＮＥＸＴ２１ １２階 （新潟市中央区西堀通６番町８６６番地） 
 施設概要   面積 ２１０．７３㎡ （６３．７４坪） 
        相談ブース、交流スペース、セミナー室、情報コーナー 
 開設時期   平成２２年７月 
 スタッフ体制 ７名 所長（非常勤）１名、プロジェクトマネージャー（常勤）２名 
        事務局（市職員２名、財団固有職員２名） 
 業  務   コンサルティング事業、研修・セミナーの開催、情報収集・発信 

 
（１）コンサルティング事業【拡充】 

 

商品開発や技術開発、販路拡大、人材育成など多岐にわたり、高度化・専門化する中小企

業等の経営上の課題解決のためには、一時的な相談や助言だけではなく、支援すべき事項の本

質を見極め解決に導くことが求められることから、戦略立案から、マーケティング、商品開発・

技術開発、販路拡大までに対応する一貫した支援体制によるコンサルティングを実施した。 

・相談件数 ７１６件（ビジネス支援センター窓口、インターネット相談、出張相談） 
・アドバイザー プロジェクトマネージャー、大学教授、中小企業診断士、社会保険労務士等 

 

（２）研修・セミナーの開催 

 
ビジネス支援センターのセミナー室などで気軽に受講できるワンコインセミナーや参加型

の実践セミナーなどを実施することにより、最新のビジネス情報提供やビジネススキルアップ

を支援した。 

 
① ビジネス支援センターセミナー 

    ワンコインセミナーは、気軽に参加していただけるよう５００円の受講料で平日夕方の時間

帯に実施したことから、多くの受講者を集めた。 

    実施内容：ワンコインセミナー、実践セミナー 

実施回数：４４回 

    会 場：ビジネス支援センターセミナー室 

    講 師：プロジェクトマネージャー、中小企業診断士、公認会計士等     

テーマ：マーケティング、営業プレゼン、起業・創業、貿易、資金調達、クレーム対応等 



 
    参加費：５００円外 

    参加者数：６２１名 

② その他ビジネスセミナー 

実施回数：４回 

講 師：弁理士、民間企業等 

テーマ：知財、商品開発等 

参加者数：２０９名 

 

（３）情報収集・発信 

 
企業経営や企業情報が集まるビジネス支援センターの情報コーナーにおいて、産業支援情

報を提供するほか、企業の新製品や新事業などの取り組みなどをインターネットを活用して情

報発信を行った。 
 

① 新潟地域企業情報データベースの運用・管理 
平成１６年度に立ち上げた「新潟地域企業情報データベース」のデータ更新を行うととも

に、メルマガなどによりデータベースの周知に努めた。 
登録数 ８７９社（Ｈ２５.３月末現在）年間アクセス数 約１４，０００件 

② ホームページ、メールマガジンによる情報提供 
当財団の事業のほか全国で開催される見本市や行政施策等について、新潟地域企業への時

宜を得た情報提供のため，ホームページやブログ、月２回発行のメールマガジンを利用して

周知を図った。 
③ 企業訪問の実施 

市内の中小企業３１７社を訪問し、経営者等に対し景況ヒアリング及び当財団の事業紹介

を行った。 
 
 
２  販路拡大支援 

 

市内の中小企業の販路拡大を支援するため、専門家による商品に対するアドバイスを行うととも

に、製品・技術を紹介するため、県外や海外の見本市に出展する企業への補助及び共同出展を実施

した。 
 

（１）食の売れる仕組みづくり推進事業【新規】 
 

 食の売れる仕組みづくりセミナーの開催 

新潟の食品加工業は商品作りは得意であるが、自分たちが加工した商品の価値を表現

することは得意でないため、食品の売り方（食品をどのように売っていくのか）を理解

し実践してもらうことを目的として、フードデザインをテーマとしたセミナーを２回（参

加者数１２３名）開催した。 

 
 



 
（２）食の新販路開拓支援事業【拡充】 

 

 既に完成した商品を保有し、新販路を開拓したいと考えているが、どこに・どのように営業活

動をすれば良いかわからず、販路開拓に課題を持っている食品製造業に対し、「人的」支援を中

心にハンズオン支援を行った。最終的には継続取引の期待できる食品卸企業や飲食店チェーンな

どと商談会を通じて新販路開拓を支援した。 

 

（対象分野）食品加工品   

（対象者） 中小企業食品製造業、農業法人等 

 「今の商品はなぜ売れないのか」「新しい販路を開拓したいが」「プロモーションはどんな風 

にしたらよいか」などの企業が持つ課題を、専門家によるブラッシュアップ等の支援を通じ 

て解決した。 

（事業の進め方） 

① ビジネス支援センターＰＭによる販路拡大事業計画策定支援 

② 流通企業バイヤーなどによるアドバイス 

③ パッケージ・デザイン改良、レシピ作成、見本市出展経費などを補助 

④ 首都圏販路拡大は、新潟市東京事務所の首都圏戦略アドバイザー等による流通

関連企業等の紹介 

⑤ FOODMESSE2012、FOODEX JAPAN2013 など商談の場を紹介、出展支援 

      支援企業数 １１社 

（食の新販路開拓支援補助金） 

補助対象 マーケティング調査費や販路拡大に係る経費など 
補助金額 補助対象経費の２／３以内（上限３０万円） 
補助実績 ９社 ２，３４７千円 

 

（３）研究開発成果プロモーション事業 

 
   研究成果が市場に受け入れられ、川下メーカーにおける活用を促進し、イノベーションの創出、

地域経済の活性化の要素となることを目的に実施した。 
   財団が研究開発に取り組む先進的かつ経済波及効果の見込める無塩発酵物について、新潟発の

新技術として市場の開拓を目指し、その価値を最大化する戦略設計のための市場調査等を行った。 
 

（４）消費者モニター調査支援事業【新規】 

（事業目的） 
自社製品を持つ市内中小企業を対象に、グループディスカッションによる最終消費

者（＝「ＩＰＣ消費者モニター」）の意見を聴く機会（＝「ＩＰＣモニター会」）を提

供し、商品開発・改良を後押した。平成２４年度は３社の自社製品について、モニタ

ー会を実施した。 
（事業概要） 

① 「ＩＰＣ消費者モニター」に市民が登録 
② 自社製品を持つ市内中小企業が意見をもらいたい製品を財団に登録 
③ 財団がホームページ上でモニターに対し、「ＩＰＣモニター会」参加者を募集 



 
④ ６～８名程度のモニターを派遣し、企業とのグループディスカッションを実施 
※財団からプロジェクトマネージャーがファシリテーター（調整役）として「ＩＰ 
 Ｃモニター会」に参加します。 

 

（５）見本市出展補助事業 ※緊急経済対策事業 

  
地元中小企業に商談機会を提供するため、県外で開催される商談をメインとした見本市に出展

する企業に対し、出展小間料などの経費に補助金を交付し販路拡大を支援した。 
補助対象 出展小間料、小間装飾料、製品運送料、基本工事料、電気水道使用料 
補助金額 補助対象経費の２／３以内（上限２０万円） 
補助実績 １６社 ２，９１３千円 

 
（６）見本市共同出展事業 

   
   新潟地域の食品製造業の販路拡大を支援するため、下記見本市への出展を行った。 

   「第３８回国際食品・飲料展／」FOODEX JAPAN2013 
     会  期  平成２５年３月５日（火）～８日（金） 
     会  場  幕張メッセ 
     主  催  （社）日本能率協会 
     出展企業  １３社／１６小間（全体 ２，５４４社／３，３２６小間） 

    入場者数  ７１，５３６人 
商談件数    １，４８９件（会期中） 
成約金額    １４，６８０千円（会期～１年後の見込） 

 

（７）オープン・イノベーションマッチング事業 

 

自社技術だけでは製品開発が難しい中小企業が大手企業の特許等知財技術を活用して高付

加価値製品開発の促進を図ることを目的に、市内の中小企業に対し大手企業が保有する特許等

知財技術とその活用事例を紹介しながら、大手企業との商談機会を提供し、マッチングの促進

を図った。平成２４年度は市内の中小企業２社が大手企業３社と商談を行った。 
 
 
３  新製品開発・技術開発支援 

 
研究開発やスキルアップに必要な情報と場所、資金を提供し、中小企業等が行う新事業の創出や

事業の高度化を支援した。また、市場ニーズを重視した製品開発に対する補助制度やにいがた食ビ

ジネス創出支援事業などにより幅広い新製品開発・技術開発を支援した。 
 

（１）にいがた食ビジネス創出支援事業【拡充】 

 
① にいがた食ビジネス研究会（参加企業３８社）の運営（３回開催） 
   「新潟らしい」商品開発をテーマに平成２６年に新潟県で展開されるデスティネーションキ



 
ャンペーンに向けて情報提供やマッチングを推進し、新潟発の新商品、サービスの創出を支援し

た。また、見本市（フードメッセやフーデックス）への出展や個別商談会を開催し、会員企業の

テストマーケティングを支援した。 
  （実施内容） 
   ・デスティネーションキャンペーン関連の情報提供 
   ・地元農産物の情報提供（規格外農産物の現況、伝統野菜） 
   ・商品開発の実践講座の開催 
   ・国際食品・飲料展 FOODEX JAPAN2013 などへの出展 
   ・市内中小企業２１社とバイヤー９社の商談会の開催 
 

②  規格外農産物供給体制調査事業【新規】 
地元農産物を使った商品開発を考えている食品関連企業は多いが、規格外農産物の供給には課

題等もあり、供給できる体制が整っていない農産物もあることから、生産者やＪＡ、食品関連

企業等にヒアリングを行うとともに、規格外農産物が流通するような体制の構築について調査

を行った。 
 

③「にいがたの食」開発支援補助金 
地元産の農水産物を利用した加工食品の開発費に対し補助金を交付し、食品企業の新製品開 

発を支援した。 
    ・補助対象者  （ア）市内の中小企業者グループ、（イ）市内中小企業者 
    ・補助対象経費 食品開発に要する経費（人件費、旅費を除く） 
    ・補助率等 
     「補助対象者（ア）」の場合 
      補助対象経費の１／２以内 上限２００万円（ただし、１構成員あたり５０万円） 
     「補助対象者（イ）」の場合 
      補助対象経費の１／３以内 上限５０万円 
    ・補助実績   ５社 ８９５千円 
 
（２）加工食品機能性研究事業 

     
地元産の農産物の一次加工後における機能性評価を行い、農産品の利用拡大及び農産品   

加工品の競争力向上を図った。             
  （事業内容） 

・規格外の野菜や果物の情報収集、及び様々な加工方法及び加工条件下での栄養素の残存や機能 
性物質の増減の測定。 

  ・機能性評価結果の企業の新製品開発への活用、及び食品製造業及び農業者への公表、普及。 

（調査品目） プチヴェール、サツマイモ、コメ 
 
（３）事業高度化研究開発支援補助事業 ※緊急経済対策 

 
   市内企業者等が新たに行う技術の高度化や付加価値の高い製品開発等に係る研究開発費に対し

補助金を交付した。 



 
  ・補助対象者  市内の中小企業者等 
  ・補助対象経費 研究開発に要する経費（人件費を除く） 
  ・補助率等 
   「食品・バイオ」「航空機・自動車等機械・金属」「組込み・高度ＩＴシステム」「環境」分野 
    補助対象経費の３／４以内（緊急経済対策）上限額６００万円 
   上記以外の分野 補助対象経費の２／３以内（緊急経済対策）上限額４００万円 
  ・補助実績   ２社 １１，２３３千円 
 
（４）新製品チャレンジ補助事業 

 
  試作レベルの製品開発費に補助金を交付し、市場のニーズを捉えた売れる新製品開発、ヒット商 
品づくりを支援した。 

  ・補助対象者  市内の中小企業者等 
  ・補助対象経費 製品開発（試作レベル）のために要する経費（人件費、旅費を除く） 
  ・補助率等   補助対象経費の１／２以内 上限１００万円 
  ・補助実績   ３社 １，８２５千円 
 

（５）技術振興積立金活用事業  

 

   企業からの寄付金を活用し、中学生に対しものづくりの楽しさや科学技術の創造性を伝える特

別授業を実施した。 

鳥屋野中学校５６２名 新津第二中学校１５８名 合計７２０名 

 

 

４  産学連携支援 

 

  中小企業単独では難しい先端的な研究開発について、産学連携により技術・事業の高度化を支援

したほか、産学官による研究会の構築を図り、地域の有する知識・技術の活用を促進する研究開発

プロジェクト事業を実施した。 

 

（１）機械・金属系製造業支援事業 

大学の知財、情報、ノウハウ等を提供する「ＩＰＣ次世代技術開発研究会」を活用し、先

端的な技術情報の提供や具体的な研究開発事業を実施することで、市内機械・金属系製造業の

事業高度化を支援した。 
〔主な事業概要〕 

○「ＩＰＣ次世代技術開発研究会」（１５社参加）の運営（６回開催） 
・小発電システム・医療機器開発分科会・食品機械開発分科会の３分科会 
○セミナー開催による先端技術情報の提供、技術相談の実施 
○先進企業の見学会や展示会等への参加による情報収集 
○参加企業と大学による共同研究事業の実施 

〔共同研究事業〕 
  「新規小水力発電システムの検討・開発」（企業２社、新潟大学、ＩＰＣの４者） 



 
 
（２）産学連携トライアル補助事業 ※緊急経済対策 

 
   市内の中小企業者等と大学研究者等との共同研究費に対し補助金を交付し、産学連携を推進し 

た。 
   ・補助対象者 新潟市内の中小企業者等 
   ・補助対象経費 大学等との共同研究等にかかる経費 
   ・補助率等 
   「食品・バイオ」、「航空機・自動車等機械・金属」「組込み・高度ＩＴシステム」「環境」分野 
   補助対象経費の３／４以内（緊急経済対策） 
   上記以外の分野 補助対象経費の２／３以内（緊急経済対策） 
   ※上限はいずれの分野も５０万円 
   ・補助実績 ４社 １，２１５千円 
 
（３）産学官連携による研究開発プロジェクトの推進 

 
   中小企業の事業高度化に必要な研究開発を支援するために、産学官による研究会の構築を図り、

地域の有する知識・技術の活用を促進するとともに、国等の公的支援制度の活用を視野に入れた研

究開発プロジェクト事業を推進した。 
（実施プロジェクトの内容については、Ⅱ戦略的基盤技術高度化支援事業の項目に記載。） 

 

 

５  財団管理費 

 

  財団運営に必要な一般事務費。 

 （主な経費） 

  会議費、通信運搬費、委託料など。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
Ⅱ 戦略的基盤技術高度化支援事業（経済産業省受託事業） 

 

  経済産業省委託事業「戦略的基盤技術高度化支援事業」を活用し、新潟市地域の「食産業」の活

性化に資する高付加価値発酵食品の加工技術の開発の促進を図った。 

 

・研究テーマ名「無塩味噌醸造技術及び新規穀類発酵食材の製造技術の開発ならびに発酵物の利用 

特性の把握」 

・研究概要  食塩の全く入らない無塩の味噌醸造技術及び味噌というカテゴリーを超えた発酵物 

製造技術の開発を行い、これら技術による新しい発酵物の利用特性についても研究 

を実施する。 

・研究期間  平成２２年７月２９日～平成２５年３月３１日 

・研究体構成機関 石山味噌醤油株式会社（プロジェクトリーダー） 

          株式会社タケショー（サブリーダー） 

          国立大学法人新潟大学 

          新潟県農業総合研究所食品研究センター 

          新潟ＩＰＣ財団（事業管理機関） 

・事業規模  ３年目（平成２４年度）２１，５８７千円 

２年目（平成２３年度）２８，１８６千円 

初年度（平成２２年度）４３，０３８千円 

合計        ９２，８１１千円 

・契約形態  関東経済産業局との間で委託契約を、各研究体構成機関と再委託契約を締結した。 

・平成２４年度実施内容 

（全体計画の立案） 

プロジェクトリーダーと連携のもと、プロジェクトにおける全体計画及び研究実施計画の企 

画、取りまとめを行った。 

（進捗管理、研究推進） 

研究進捗状況等について、定期的に報告を受け、連絡調整を行う等により統括した。また、 

研究推進のため開発推進委員会を開催した。 

（経費執行状況等の管理） 

    経費執行状況等について、適正な管理を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
Ⅲ  新潟中国経済交流促進事業（北京事務所の運営） 

 

  中国の経済情報の収集や提供、中国進出への支援などを行う拠点として北京事務所を新潟市とと

もに運営した。 

① 組織 

   所長（財団事務局次長）、副所長（財団スタッフ）及び現地職員２名 

② 主な事業 

 ・５月  新潟県主催瀋陽伊勢丹百貨店での「新潟物産展」運営支援 

 ・６月  「第２３回ハルビン国際経済貿易商談会」新潟市企業出展ブース運営支援 

 ・９月  「第８回中国延吉・図們江地域国際投資貿易商談会」新潟市企業出展ブース運営支援 

 ・１０月 新潟県主催 蘇州泉屋百貨店での「新潟物産展」運営支援 

 ・３月  「２０１３中国華東輸出入商品交易会」新潟県・市企業出展ブース運営支援 

      新潟県主催上海梅龍鎮伊勢丹百貨店での「新潟物産展」運営支援 

 
 

 

＜実行委員会事業＞ 

 

 新潟国際ビジネスメッセ開催事業 

新潟地域の産業の活性化を図るため，新潟地域企業等との連携を希望する企業や新たな経営手

法を提案する企業等を全国から募集し，情報化や経営手法の改善策等経営の高度化並びに創業や

新事業展開に意欲のある企業や個人に，最新のビジネス情報の収集や商談等のビジネスチャンス

を提供することを目的に「新潟国際ビジネスメッセ２０１２」を開催した。 
 

（1） 主  催 新潟国際ビジネスメッセ実行委員会 
新潟市，(公財)新潟市産業振興財団，(公財)新潟市開発公社，新潟ニュービジネス協議会，

(財)にいがた産業創造機構，新潟市異業種交流研究会(協)，新潟市ソフトウェア産業協議

会，新潟商工会議所，(協)新潟県異業種交流センター，(株)北越銀行，新潟信用金庫 

（2） 後  援  新潟県，新潟県商工会連合会，新潟県中小企業団体中央会  他 
（3） 会  期  平成２４年１０月２５日（木）２６日（金）  午前１０時～午後５時 
（4） 会  場  新潟市産業振興センター 
（5） 出展企業  １１９社・団体（全国９都府県）／１４８小間 

（国内 １１１社／１４３小間，海外(３カ国)８社／５小間） 
（6） 来場者数  ９，９８４人（２日間合計） 

 

 

 

 

 

 

 


